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序 文 
 

 かつては典型的な一次産品の輸出国であったマレーシアは、1960 年代から大規模な公共投資や民間

投資により工業化と輸出拡大を進め、急速な発展を遂げてきましたが、都市化や生活環境の向上に伴い、

エネルギー消費が増加し、結果として温室効果ガス排出量も増加傾向にあります。 

 他方、世界的な気候変動への取り組みに呼応する形で、マレーシアにおいても低炭素社会を実現するた

めの様々な取組みが始まっています。低炭素社会の実現に向けた課題解決のため、新たな地域開発拠点

として今後 20 年間に極めて大規模な工業開発が進められる予定のジョホール州イスカンダル地域をモデ

ルとし、低炭素社会に関する社会工学的手法の確立を図り、当該地域の総合的環境計画に反映すること

を目的にマレーシア政府より本プロジェクトの要請がなされました。 

 これを受けて独立行政法人国際協力機構(JICA)は、協力内容の協議のために 2010年 11月 3日から 11

月 13 日まで詳細計画策定調査(総括：地球環境部環境管理グループ環境管理第一課長 野田英夫)を派

遣し、マレーシア側関係機関との協議の結果を 2010 年 11 月 12 日に協議議事録(Minutes of Meeting：

M/M)として署名交換しました。 

 本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後、本プロジェクトの実施にあたり、

広く活用されることを願うものです。 

 ここに、本調査にご協力頂いた京都大学、マレーシア工科大学等、内外関係機関の方々に深く謝意を表

するとともに、引き続き当機構の活動に一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 24年 1月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 江島真也 
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第１章 詳細策定調査の概要 

 

1-1 調査の背景・経緯 

 昨今、我が国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高まるとと

もに、日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA 活用の必要

性・重要性が謳われてきた。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規模課題に対応する

科学技術協力」が創設された。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症を始めとする地

球規模課題に対し、我が国の科学技術を活用し、技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通

じて、我が国の科学技術向上とともに、開発途上国の研究能力向上を図ることを目的としている。

また、本事業は文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構（以下、「JST」）、外務省、JICA

の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が行い、開発途上国に対する支援

は JICAにより行うこととなっている。 

マレーシアは 1960 年代から急速な発展を遂げてきたが、都市化や生活環境の向上に伴い

エネルギー消費が増加し、結果として温室効果ガス排出量も増加傾向にある。 

 一方で、世界的な気候変動への取組みに呼応する形で、マレーシアにおいても低炭素社会化

を実現するための様々な取組みが始まっている。 

 マレーシアにおける低炭素社会の実現に向けた一般的な課題として、廃棄物管理、交通シス

テム整備、大気汚染防止が挙げられるが、これらに取り組むためには、人々のライフスタイルの見

直し、産学官によるエネルギー収支バランスの最適化に向けた努力が必要であり、そのためのシ

ナリオづくりが重要である。 

 このような背景から、新たな地域開発拠点として今後 20 年間に極めて大規模な工業開発が進

められる予定のジョホール州イスカンダル地域をモデルとしダイナミック・アジアを象徴する本地

域において、低炭素会に関する社会工学的手法の確立を図り、当該地域の統合的環境計画に

反映することを目的にマレーシア政府より本プロジェクトの要請がなされた。 

 

1-2 調査の目的 

 本調査では、マレーシアからの協力要請の背景及び内容を確認し、カウンターパート機関であ

るマレーシア工科大学、イスカンダル地域開発庁、中央政府 都市・地方計画局等の先方政府

関係機関と我が国側研究機関である京都大学、国立環境研究所、岡山大学等との協議を経て、

協力計画を策定する。また、マレーシア及び実施機関における研究実施体制等、案件実施に必

要な情報を収集、分析するとともに協議内容は、協議議事録(M/M)の署名・交換を通じ、マレー

シア側と確認する. 

 

1-3 調査団構成 

  

No. 名前 担当 所属 

1 野田英夫 総括 JICA地球環境部環境管理グループ環境管理第一課長 

2 松岡譲 研究代表者 京都大学大学院 工学研究科 教授 

3 藤野純一 温暖化対策評価 国立環境研究所 地球環境研究センター  
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温暖化対策評価研究室 主任研究員 

4 神田美紀 気候変動 JICA 地球環境部環境管理グループ環境管理第一課主

任調査役 

5 奥田浩之 評価分析 (株)インターワークス 適材適所事業部 コンサルタント 

 

上記調査団員に加えて、JSTによる以下調査団がオブザーバーとして同行した。 

No. 名前 担当 所属 

1 山地 憲治 プロジェクトオフ

ィサー 

科学技術振興機構  

低炭素エネルギーシステム領域研究主幹 

2 林  欣吾 JST 国内研究支

援 

同 地球規模課題国際協力室 主任調査員 

3 矢野  雅仁 アジア地域支援 同 シンガポール事務所  

シニア・プロジェクト・コーディネータ 

 

1-4 調査日程 

  

曜日 
行程 

奥田 野田、松岡、藤野、神田 

2010年 11月 3日 水 クアラルンプール（KL)着   

2010年 11月 4日 木 
評価関連作業 

TV会議にて対処方針会議参加 
  

2010年 11月 5日 金 評価関連作業   

2010年 11月 6日 土 資料整理   

2010年 11月 7日 日 クアラルンプール（KL)着（MH089 10：30-17:05着） 

2010年 11月 8日 月 

JPBD との協議 (低炭素社会に関

するマレーシア国内関連会議)(藤

野氏参加） 

事務所訪問 

並びに団内打ち合わせ 

2010年 11月 9日 火 

9:00-10:00  MOHE 訪問(EPU同席) 

14:30-16:00 JPBD 訪問：M/M、R/D、活動計画にかかる協議 

夜：ジョホールに移動(MH1063 21:20-22:05着) 
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2010年 11月 10日 水 
9:00-12:00  IRDA：視察、M/M、R/D、活動計画にかかる協議 

14:30-16:00 UTM：視察、M/M、R/D、活動計画にかかる協議 

2010年 11月 11日 木 

AM：ジョホールから KLへ移動(MH1038 08:50-09:35着) 

11:00-12:00  MGTC訪問：ミニッツ、活動計画にかかる協議 

PM：M/M、R/D（案）にかかる協議、最終化 

2010年 11月 12日 金 

AM:M/M署名 於：UTM クアラルンプールキャンパス 

PM:JICA事務所、大使館報告 

夜 KL発（MH088 23:35発） 

2010年 11月 13日 土 朝 成田着（07：15着） 

 

1-5. 調査結果 

(1)先方実施体制 

  本プロジェクトは、10 年以上に亘る日本側研究者とマレーシア側研究者の協力関係を基礎と

しており、マレーシア側の受入体制は極めて良好であった。先方実施機関となる UTM におい

ては、副学長を始め、中心的な役割を担う教授が全ての調査団との協議や視察に同行し、対

応する等して研究遂行のための高いオーナーシップと社会実装に向けた関連行政機関との

十分な連携体制が確認された。マレーシア側との協議の結果、以下のとおり、先方実施体制

についてM/Mに記載した。 

  プロジェクトディレクター：Prof.Dr.Marzuki bin Khalid,UTM 

プロジェクトマネージャー：Prof.Dr.Ho Chin Siong,UTM 

      

  (2)プロジェクトの内容（マスタープラン） 

  プロジェクト目標としては「マレーシア国において低炭素社会シナリオの構築手段が開発・適

応され、この成果がアジア地域に発信される。」と設定し、合意を得た。 

  マスタープランおよび POについては、事前にマレーシア側と調整した計画に基づき議論を行

い、結果を M/M に記載した。なお、PDM については関係者間の共通認識のための資料とし

て活用するも、案件進捗監理のための評価ツールとして今後 R/Dに添付するか否かについて

はさらにマレーシア側と協議し検討を進めることとなった。 

 

(3)プロジェクト対象地域について 

   本プロジェクトは日本側が開発してきた「低炭素シナリオアプローチ」をベースとし、対象地

域としてジョホール州イスカンダル開発地域が選定されている。今後 20年間にダイナミックなイ

ンフラ・社会資本の投下が予定されている当該地域において、低炭素社会に関する社会工学

的手法に則り、研究機関と行政機関が緊密に連携し、具体的な行動計画策定を進めている。

従って、同地域は科学的データに基づく低炭素社会モデルの実現に向けたガバナンス体制

並びに民間企業や市民を含んだ広範囲に亘るステークホルダー総括機能を十分備えている

ことが確認された。 
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  (4)マレーシア側による便宜供与 

  協議の結果次のとおりマレーシア側から便宜供与について合意を得て、M/Mに記載した。 

  1)専門家の事務スペース、電気・水道・電話回線の提供、IDカードの交付等 

  2)JICA専門家派遣に関する便宜供与（特権・免除条項を含む） 

  3)C/Pにかかる経費(給料・日当・調査旅費)の負担 

  4）プロジェクト終了後の供与機材の維持管理体制の構築と維持管理費の負担 

  5）その他関連する先方負担事項の確認 

 

  (5)プロジェクトに必要な機材 

   協議の結果、プロジェクト活動計画に応じた機材リストを双方で共有し M/Mに 

記載した。ラボの建設や大型機材の投入予定は認められなかった。 

 

  (6)M/M、R/D署名・交換相手先の確認 

   要請元であるUTM、IRDAとの署名・交換を行い、R/Dについては、UTMと直接的な関連の

ある MOHEを想定し、今後署名に向けた手続きを進める予定である。 

   他方、科学技術関連事業を管轄するMOSTI との関連性については、本調査中に先方の関

与の度合いや位置づけを確認することが困難であったため、継続検討事項として当方マレ

ーシア事務所を通じ最終確認を行う予定である。 

 

 (7）知的財産権 

   知的財産権については、研究機関同士の共同研究合意文書の中で取り扱うこととし、日本

側、マ側ともに各々の機関のリーガルセクションにおいて最終確認中であることが共有され

た。 

 

 (8）リサーチパーミット 

   外国人研究者による研究活動開始前の研究許可書の取り付けについて、マレーシアにお

いては必要要件とは定められていない旨、UTMの副学長より説明を受けた。 

 

第２章 プロジェクトの内容及び実施上の留意点 

 

2-1.プロジェクト内容について 

 本詳細策計画策定調査において、マレーシア側 C/P と議論を行った結果、本プロジェクトを遂

行するにあたって UTM をマレーシア側研究代表機関とし、UTM が責任を持って分担研究機関

IRDA、JPBD、MGTC、必要に応じ関係省庁・行政機関等と連携を図りながら以下に概要を記す

活動を実施することが合意された。 

 同様に日本側も、研究代表機関として京都大学が責任をもって、分担研究機関である国立環

境研究所及び岡山大学とともに４つの活動を実施する。 
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（１） 協力の目標 

  マレーシア国において、低炭素社会シナリオの構築手法が開発・適用され、この成果がアジ

ア地域に発信される 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

    

成果 1：マレーシア国の現状に即した低炭素社会シナリオの構築手法が開発される。 

指標：低炭素社会シナリオ構築手法に関する技術マニュアルの完成 

 

活動：  

1-1. UTM低炭素社会研究センターのミッション・機能・役割を文書化、人員・予算計画を作成す

る。 

1-2. マレーシア国の将来の社会経済ビジョンを描写する。 

1-3. マレーシア国の社会経済、環境負荷、エネルギー、技術などの情報を整備し、低炭素社会

ビジョン 構築のための社会経済・格差・温室効果ガス統合評価モデルを構築する。 

1-4. 施策ロードマップ 構築のためのバックキャスティングモデル を構築する。 

1-5. 低炭素社会シナリオ構築マニュアルを作成する。 

1-6. 成果２～３を踏まえ、低炭素社会シナリオ構築のための手法の現実性・適用性を高め、構

築マニュアルを修整する。 

1-7. 開発した手法に基づき、マレーシア国における低炭素社会シナリオを提案する。 

 

成果 2：イスカンダル地域において低炭素社会シナリオが構築され、施策に反映される。 

 指標：イスカンダル総合開発計画における低炭素社会行動計画への言及   

 

活動：  

2-1. IRDA、JPBD の職員を対象に、低炭素社会シナリオ構築に関する研修を日本・マレーシア

の両国で開催する。 

2-2. 社会経済・格差・温室効果ガス統合評価モデルを活用し、イスカンダル地域における低炭

素社会ビジョンを構築する。 

2-3. バックキャスティングモデルを活用し、イスカンダル地域における施策ロードマップを推計す

る。 

2-4. IRDA、JPBD、UTMで、イスカンダル地域の低炭素社会シナリオを実行するための IRDAの

具体的施策を議論する。 

2-5. 低炭素社会シナリオ施策の社会実装に向け、関係団体、民間企業、市民を含めた協議の

仕組みを整える。 

2-6. IRDAにおいてイスカンダル地域を対象とした低炭素社会行動計画の案を策定する。 

2-7. 活動 2-6 で策定された低炭素社会行動計画案に基づいて、関連分野のブループリントを

改訂する。 
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成果 3：イスカンダル地域において、低炭素社会施策の大気汚染環境と循環型社会へのコベネ

フィット効果が定量的に評価される。 

  指標：大気汚染環境と循環型社会分野におけるコベネフィット効果について言及された論文、

学会発表の数  

 

活動：  

3-1-1. イスカンダル地域において、大気汚染の現況把握のための観測を実施する。 

3-1-2. イスカンダル地域において、大気汚染物質の現況の排出量を推計する。  

3-1-3. イスカンダル地域における大気汚染物質による健康影響を定量的に評価する手法を構

築する。 

3-1-4. イスカンダル地域において、低炭素社会施策による大気汚染物質からの健康影響の緩

和効果を推計する。  

3-2-1. イスカンダル地域において、家庭及び産業部門からの廃棄物発生の現況調査を実施す

る。 

3-2-2. イスカンダル地域における将来の廃棄物発生量および廃棄物からの温室効果ガス排出

量を推計する。 

3-2-3. イスカンダル地域において、低炭素型都市に適した廃棄物マネジメントの方法を提案す

る。 

3-3.  低炭素施策のコベネフィット効果評価のためのマニュアルを整備する。  

 

成果 4：UTMにおいて、マレーシア国内・アジア地域に対する低炭素社会シナリオ構築のための

研修体制が整い、ネットワークが構築される。  

指標 1：センターの予算額・研究者数、研修員の数、機材教材の活用度合い  

指標 2：アジア諸国からの研修受講研究者数、研修実施回数  

 

活動： 

4-1. プロジェクトに関わる研究者が低炭素社会シナリオのトレーナーとして能力強化されるよう、

活動 1-1から 3-3を通して、UTMをその調整機関とする。 

4-2. 日本及びUTM低炭素社会研究センターにおいて、マレーシアおよびアジア諸国の研究者、

政府関係者を対象とした低炭素社会シナリオ構築の研修を継続的に実施する。 

4-3. 低炭素社会シナリオ構築の研究・研修にかかる情報をアジア諸国の研究者、政府関係者

に発信し、情報共有を行う。 

 

（３） 投入（インプット） 

①日本側（総額 2.0億円）（JICA分 ODA経費のみ） 

専門家派遣、供与機材、研修員受け入れ、その他 

(a)専門家： 長期専門家 １名（業務調整） 
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短期専門家 ８名（統括、大気汚染緩和、低炭素社会シナリオのモデル構築、モデル・ツール

群の開発、廃棄物マネジメント検討、低炭素社会ネットワーク構築、国レベルの低炭素社会シ

ナリオ作成、施策ロードマップ構築）   

（b）本邦研修：5名/2回 ×5年 

(c)供与機材：一般機材（通信サーバー、通信端末、AV 機材、高性能パソコン、GIS ソフトウェア）、

低炭素型社会モデル開発（高性能パソコン、プログラミング・シュミレーション・ソフトウェア）、大

気汚染研究（大気モニタリングシステム、気象モニタリングシステム、高性能パソコン）、廃棄物

分類（重量測など機材、乾燥機材、カロリー測定機材、LCA ソフトウェア） 

 

②マレーシア国側 

カウンターパート人件費、施設、マレーシア国内移動旅費その他 

 

2-2.プロジェクトの実施上の留意点 

 本研究遂行上の留意点として以下の３点を挙げることができる。 

１）本研究は研究成果の社会還元を大きな柱としているため、実際施策との強い連携が必須であ

る。現在、マレーシアにおいては低炭素社会へシフトすべく急速に動き始めており、今回の詳細

計画策定調査においても本施策担当機関であるIRDA及びJPBDから政策実施タイミングの時宜

を失しない研究進行への期待が表明された。これに対する十分な配慮が必要である。 

2) マレーシア側研究担当機関のうち、UTM及びIRDAはジョホールバルに、またJPBD及び

MGTCはクアラルンプール付近に存在するため、研究打ち合わせ及び作業等にあたっては密接

な連絡体制を取る必要がある。 

3) 本研究は、SATREPSがこれまで主対象としてきたハード中心の研究と異なり、研究成果をイス

カンダル地域開発計画等の実際計画にどれだけ反映させられるかという点が非常に重要である。

こうした観点を、プロジェクト進行管理・評価に対応すべきである。 

 

2-3.他の援助機関、NGO等による気候変動分野協力の現状・実績 

現時点では、国連機関や他ドナー機関が実施するプロジェクトで連携できるものはない。マレ

ーシア工科大学やイスカンダル地域開発庁を対象とした他ドナーによるプロジェクトも存在しない。

しかし今後については、マレーシアが UNFCCC 第３次国別報告書を作成する際には、本プロジ

ェクトの低炭素社会シナリオ構築の手法を活用できる可能性がある。 

マレーシアの UNFCCC 第２次報告書における温室効果ガス目録は、1994 年に作成された

IPCCガイドラインに基づき作成されたが、2006年に温室効果ガス目録のための IPCCガイドライ

ンが改訂されており、この新しいガイドランを踏まえた第３次国別報告書の支援プロジェクトを国

連開発計画（UNDP）は間もなく開始する予定である。低炭素社会シナリオ構築手法に基づく削

減予測、新たな科学的知見の追加、使用するデータの拡充といった研究的側面からのインプット

だけでなく、研修、ワークショップ等により UNFCCC 第３次国別報告書の作成に新たに従事する

研究者・行政担当者の育成に役立つ等、人材育成の面からのインプットの可能性もある。 

 



－8－ 

 

第３章 国際共同研究の視点（本現地調査におけるＪＳＴからのコメント） 

 

3-1. 採択された研究課題との整合性について 

 本件は採択段階で「具体的な地域開発計画（イスカンダル地域）における低炭素社会作りに関

するソフト研究として重要な研究であるとともに、将来的にはアジア諸国での低炭素都市実現の

ためのロードマップの定量的なデザイン手法として、成果の普及が期待される意義の高い提案

内容である」また「相手国行政機関の参加も予定されているなど、共同研究成果の社会実装も視

野に入れた研究体制も高い」と高く評価された。 

その一方で、「国際共同研究として今後実施していく上で、研究成果・目標をさらに具体的に明

確にする必要がある」「作成されるロードマップの政策への具体的な反映方法を更に強化する必

要がある」という課題も指摘された。 

 

 本調査団の出発前に、両国の研究代表者など関係者間で、研究計画等についての情報交換

や協議が充分行われていたこともあり、今回の短期間での訪問中、マレーシア側（主として

UTM）との研究計画や分担などについて、概ね日本側で採択された研究計画に変更を加えるこ

とがないことが確認できた。（なお、提案・採択段階で成果目標の一つとして掲げられていた「ア

ジア低炭素都市ネットワークの構築」に関する活動計画ついては、本事項に関する活動が日本

側中心になって行うため、今回のマスタープラン等では一部の記載に留め、今後 JST にご提出

頂く「全体研究計画書」の中に記載頂くことになっている。） 

 

3-2. マレーシア側への期待 

 今回、マ国側の研究機関や関係省庁は本共同研究に対する理解と参加意欲が高いことを確

認できた。特に相手側研究代表者は本共同研究に対して強い意欲と責任感を持っており、今回

の全ての協議先に同行頂くなど、マ国の関係機関と積極的に協議・調整を行って頂いた。 

また、相手側研究代表者の所属する UTM の組織として積極的な参画も期待できることが確認で

きた上、共同研究機関として参加する JPBD,IRDAなどの行政機関や参加予定メンバーの能力と

意欲も確認できた。 

 一方で、相手側研究代表者を除く相手側研究者と日本側研究者との連携体制については、ま

だ緒についたばかりであり、R/D の締結期限（来年 3 月末）までにさほど時間がないことも鑑みて、

引き続き具体的な研究内容、達成目標などについての協議を密に行って頂くことを期待したい。 

 

3-3. 知財 

 さらに、MoU（知的財産権の取り扱いなどに関する合意文書）については、基本的には京都大

学案が受け入れられる見通しである。 

 

3-4. マレーシア側の研究体制・能力について 

本研究におけるマレーシア側研究担当機関は、UTM、IRDA、JPBD、MGTCの4機関であり、

本策定調査に先立ち、クアラルンプールあるいはジョホールバルにおいて、複数回、研究計画
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策定会議が実施されている他、IRDA、JPBD、MGTC等から研究者を招聘し、京都、東京、つくば

等において研修も実施している。このようなプロセスを経て、今回の詳細計画策定調査において

プロジェクトマスタープラン（案）に記載された担当部分を遂行する体制が確立されていること及

び十分な能力を有することの再確認を行った。 

 すなわち、UTMに関しては、相手側研究代表者以下マレーシア側のカウンターパートリスト

（R/Dドラフト、付属書Ｖ）に記された13名の常勤研究者及び本研究に関与する非常勤研究者ら

が、UTMが担当する課題である1)マレーシアの現状に即した低炭素社会シナリオの構築手法開

発、2)イスカンダル地域における低炭素シナリオ構築、3)イスカンダル地域における低炭素社会

施策の大気汚染環境と循環型社会への共便益効果の定量的評価、4)大学内に設置した低炭素

社会シナリオ研究センターをベースに研修を実施、の４点について、それらの実施体制と遂行能

力を有することを確認した。IRDAに関しては、担当課題であるイスカンダル地域における低炭素

シナリオ構築と施策への反映について、その中心となるボイド副長官（環境担当）らに対し実施体

制と遂行能力を有することを確認した。JPBDに関しては、担当課題である、1) 低炭素社会シナ

リオ構築のための手法の実現性・適用性を高め、構築マニュアルを改良し、2) 開発した手法に

基づきマレーシアにおける低炭素社会シナリオを提案する体制と遂行能力を有することを、これ

らの活動の中心人物であるロズリー副長官（研究・開発担当）らに確認した。MGTCにおいては、

1) エネルギー供給面の観点から低炭素社会シナリオ構築のための手法の実現性・適用性を高

め、構築マニュアルを改良し、2) 開発した手法に基づきマレーシアにおける低炭素社会シナリ

オを提案する体制と遂行能力を有することを、これらの活動の中心人物であるアズマン副センタ

ー長らに対し確認した。 

 

第４章 団長所感 

 

今次詳細計画策定調査を通じ、これまでに両国の研究機関同士が信頼関係を築き、研究内

容の共有や認識、調整を行ってきていること、また、各機関の熱意や本プロジェクトへの期待が

大きいことを実感した。マレーシア側からは、同国首相の UNFCCC 第 15 回締約国会議

（COP15）でのコミットメント「CO2 の排出を 2020 年までに 2005 年比で 40%削減」に関し、各々の

役割を果たさなければならないという意志が随所で表明され、このコミットメントへの貢献が期待さ

れる本プロジェクトに参加することの意義を、十分に認識していると思われる。「日・マレーシア環

境・エネルギー協力イニシアティブ」における二国間の政策的取り組みと相俟って、本プロジェク

トの実施意義の高さを再確認したところである。 

他方、プロジェクトの実施体制については、JICA の技術協力の経験のない機関が多いことか

ら、各機関との協議にあたっては、技術協力の考え方、手順を説明し、人材育成（能力開発）の

観点及び事業評価の観点から、技術協力で用いるマスタープランまたは PDM によるプロジェクト

目標・成果・活動の共有を図ると共に、プロジェクトにおける各々の機関の役割を確認した。なお、

日・マレーシア双方の投入については、現時点での計画では概ね妥当と判断されるが、マレー

シア側における調整機能の充実（適正な人員配置）や供与機材の維持管理（適正な予算配賦）

については、現時点ではマレーシア側の計画が不明であるところ、今後の確認を要するところで
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ある。 

事前評価の観点からは、本プロジェクトの妥当性、有効性ならびに持続可能性が概ね高いこと

が確認され、2011年 1月予定の R/Dの署名に向け、おおよその準備が整ったと思われる。今後、

R/D署名までには、さらに、先方の実施体制を明確にする（例：科学技術革新省の本プロジェクト

の関与の有無）と共に、具体的な活動内容をPDM及びPOの形で先方と調整していくこと等が必

要であり、先方の中核的な実施機関であるマレーシア工科大学の担当教授を通じ、これらが滞り

なく行われることが期待される。なお、上記事前評価における持続可能性の観点からは、本プロ

ジェクトの結果が日・マレーシア双方のみならず、広くアジアにおいて活用されることが期待され

るところ、他のアジア諸国での低炭素社会構築に関する動向が注目される。 

なお、マレーシアにおける科学技術協力としては、本件は「地すべり災害および水害による被

害提言に関する研究」に続き 2件目となるが、いずれも、R/D署名前の準備段階にあり、プロジェ

クト実施の経験がない。マレーシア側援助窓口機関（首相府経済企画庁）としても、各々、多岐

に亘る実施機関を召集し、プロジェクト開始に向けた関係者間の認識共有を図ろうとしており、ス

キームとしての熟度を上げることができれば、中進国マレーシアとの協力において新たな軸となり

得ることから、本プロジェクトを含む先行案件の経験を、今後の案件形成に積極的に活用すべき

と考える。 

 

第５章 プロジェクトの事前評価 

 

5-1. プロジェクトの背景と必要性 

 かつては典型的な一次産品の輸出国であったマレーシアは、大規模な公共投資と海外直接投

資を含む民間投資により工業化と輸出拡大を進め、1957～2005年で平均6.5％の経済成長を遂

げた。1991 年にはマハティール首相が 2020 年までの先進国入りを目標とする「ビジョン 2020」を

発表し、こうした経済成長により、マレーシアの貧困率は 1970 年の 49％から 2009 年には 4％へ

と大幅に減少した。 

一方、こうした急激な経済成長に伴い、自然環境の保全、持続可能な資源の利用・管理が大

きな課題となっている。都市の無秩序な広域化や公共交通機関の整備の遅れ、自動車交通の

増加による慢性的な渋滞、大気汚染といった都市環境問題も深刻化し、また生活環境の改善に

伴うエネルギー消費の増大も影響して温室効果ガス排出量が増加している。温室効果ガスの増

加による気候変動は、国境を越えて人間の安全保障を脅かす課題であり、国際社会としての取

組み強化が急務である。 

マレーシアは 1994 年に国連気候変動枠組み条約を批准し、気候変動の軽減・適応に向けた

政策立案・実施に取り組んできた。マレーシアでも、豪雨や洪水、土砂崩れ、森林火災等の気候

変動に関連する自然災害が発生している。マレーシアでの温室効果ガスの主な排出源は交通、

発電、産業部門であり、特に交通部門はマレーシアで最大の排出源となっている。また廃棄物は

その 45％が食品由来であり、廃棄物処分場は温室効果ガスであるメタンの発生源でもある。 

温室効果ガスの排出削減を実現する手段としては、革新的技術の開発と、それを中核とした

低炭素社会づくりが重要となる。マレーシアの都市人口は年 2.1％の高い増加率を示し、現在マ

レー半島の人口の 67％が都市に居住し、2020 年までには、サバ州とサラワク州を含めマレーシ

アの全人口の 70％が都市居住者になると予想されている。都市化が進むマレーシアでは、都市

環境の問題も同時に解決する低炭素型都市の実現に向けて、エネルギー消費やライフスタイル

の変革を進めていく必要がある。マレーシアのジョホール州イスカンダル開発地域では 2006 年

から大規模開発が進んでおり、今後 2025 年までに社会インフラ・社会資本の集中的な投下が計
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画されていることから、イスカンダル地域開発においても目指すべき低炭素都市のための社会工

学的手法を取り入れていくことが求められる。 

 

（１） 相手国政府国家政策上の位置付け 

2009年 12月にコペンハーゲンで開催された COP15では、マレーシアのナジブ首相が、気候

変動の影響は現実のものであり、先進国からの支援を前提に、マレーシアは 2020年までに GDP

当たりの二酸化炭素排出量を対 2005年比で 40％削減すると表明した。  

マレーシアは、国家環境政策（2002 年）、国家グリーンテクノロジー政策（2009 年）、国家気候

変動政策（2009 年）を発表しており、国策である「ビジョン 2020」の実現に向けて 2010 年 6 月に

公表された「第 10次マレーシア計画（2010～2015）」では、これらの政策を実施していくことで、持

続可能な生産活動、環境劣化をもたらさない経済成長を進めていくことが明記されている。特に

国家気候変動施策については、気候変動課題に対応する経済成長のロードマップを作成し、再

生可能エネルギー、エネルギー効率、廃棄物マネジメント、森林保全、大気汚染緩和に向けた

排出削減、の５分野で具体的な行動予定をあげて削減策を進めていく計画である。 

また、マレーシアには豊富な自然資源が存在し、急激な経済発展に対して開発目標と自然生

態系の保全を調和させる必要から、マレー半島での包括的且つ持続可能な土地利用のための

総合計画 National Physical Plan（NPP）が 2005年に定められた。NPPでは、クアラルンプールの

他、地域レベルではジョホールバル、ジョージタウン、クアンタン等の５地域で開発を優先的に進

めることが示されている。また同じくマレー半島を対象にした国レベルの都市開発計画として、

2006 年に定められた National Urbanization Policy がある。生活しやすい都市環境の形成に向

けて、都市デザイン、交通、環境保全等の観点から、現在、第２次 NPP の作成作業が進んでい

る。 

こうしたことを背景として、本プロジェクトは、マレーシアに適した低炭素社会シナリオの構築手

法を開発し、温室効果ガスの排出削減を実現する低炭素社会ビジョン、それに向けた政策ロード

マップを提案する。またこうした研究成果を、大規模開発が進むイスカンダル開発地域で実際に

適応して、大気汚染対策や廃棄物マネジメント等都市問題の解決にも資することを示しつつ、地

域の施策や開発計画に反映させる。さらに都市計画分野の研究者・行政担当者に対する研修も

実施することで、低炭素社会に関する社会工学的手法の確立に向けたマレーシア人材のキャパ

シティ・ビルディングを図るものである。本プロジェクトはマレーシアの環境・エネルギー施策、都

市政策、温室効果ガス削減対策に貢献することが期待される。 

 

（２） 他の援助機関の対応 

 発展途上国に対してエネルギー・環境分野で支援を行う国連開発計画（UNDP）は、マレーシ

アでは、生物多様性と自然資源の管理の向上、再生可能エネルギー利用とエネルギー効率向

上による温室効果ガス削減、計画文書・開発文書への環境配慮の盛り込み、の３つをエネルギ

ー・環境分野での援助の重点課題としている。 

このうち、再生可能エネルギー利用とエネルギー効率向上による温室効果ガス削減について

は、パーム油精製所でのバイオマス発電とコジェネレーション（2002年 7月～2010年 12月）、包
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括的な太陽光発電技術の導入（2005年 8月～2010年 12月）、マレーシアの産業分野でのエネ

ルギー効率向上（2000年 7月～2009年 3月）、UNFCCC第２次国別報告書の作成に向けた国

家能力強化（2006 年 5 月～2010 年 3 月）の 4 つのプロジェクトが UNDP 支援のもと実施されて

いる。 

 国別報告書作成支援プロジェクトで作成されたマレーシアの UNFCCC 第２次国別報告書は、

2010 年 12 月には公表される予定である。このプロジェクトでは、国家気候変動委員会（National 

Committee on Climate Change）の下にプロジェクトの調整委員会（Joint Coordinating Committee, 

JCC）が設置され、その下に温室効果ガスインベントリー、適応策、削減策の３つのワーキンググ

ループ（WG）が置かれた。削減策WGでは、削減対策を採用した場合の排出量アセスメント報告

書、温室効果ガス排出削減を実現するための国家活動計画も取りまとめられている。 

  

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける

位置付け） 

  2009年 4月に策定された対マレーシア国別援助計画には、援助の重点分野の１つとして「急

激な成長に伴う問題の克服」が挙げられ、その中に環境・エネルギー分野への協力が位置づけ

られている。具体的には、マレーシア国内での持続可能な社会の実現に向けた取り組みの中で、

技術や人材の不足等からマレーシアの自助努力では克服が困難な課題と、気候変動対策等国

際社会共通の課題に対して、日本の公害克服や、環境・エネルギー分野での高い技術を活かし

た協力を打ち出している。またその際には、気候変動の緩和策・適応策、循環型社会構築（廃棄

物対策）、水質・大気汚染等の公害対策、省エネルギーや再生可能エネルギー等、分野間の相

乗効果にも留意することが示されている。 

 これまでの経済協力の実績については、マレーシアの中進国入りに伴い 1994 年以降は、「環

境」「人材育成支援」「防災・災害対策」等援助の対象が絞られ、特に環境・エネルギー分野では、

2006 年の廃棄物減量マスタープラン作成開発調査、３Ｒ活動推進のための草の根技術協力等、

廃棄物分野への支援が主であり、気候変動対策関連としては 2009 年３月の気候変動対策ニー

ズ基礎調査の他は支援実績がない。 

 2010 年 4 月 19 日に、国際社会で環境問題に対する取り組みの重要性が強まっている状況を

踏まえ「日・マレーシア環境・エネルギー協力イニシアティブ」が発表された。ここでは環境、省エ

ネルギー・再生可能エネルギーの分野で今後日本・マレーシア間の協力を進めていくことが確認

され、その中で地球規模課題対応国際科学技術協力として「低炭素社会シナリオアプローチ」を

ベースとした低炭素都市への取り組みを支援していくことが明記されている。また、大気汚染・水

質汚濁、廃棄物問題等の環境汚染問題と、気候変動対策を同時に達成するコベネフィット・アプ

ローチの有用性の理解を深め、アジア諸国への普及に取り組むことも示されている。 

 

5-2. 評価 5項目による評価結果 

（１）妥当性  

次の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。 

2010 年 6 月に発表された第 10 次マレーシア計画では、気候変動課題に対応した経済成長を
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実現していくことが明記され、さらに温室効果ガスの削減については、エネルギー効率、廃棄物

マネジメント、大気環境など５分野に重点をおいて進めていくとされている。しかし現状では、これ

ら分野を統合してマレーシアとしての二酸化炭素の削減目標の達成に至る包括的・具体的なシ

ナリオが示されているわけではなく、分野での手法を組み合わせてマレーシアに適した低炭素社

会シナリオを提案する本プロジェクトは、こうしたマレーシアの国家ニーズを捉えたものである。 

 

マレー半島南端のジョホール州の州都ジョホールバルは、シンガポールの対岸に位置し、首都

クアラルンプールに継ぐマレーシア第２の都市である。2006 年 11月にジョホールバルを中心とし

た「イスカンダル地域総合開発計画」が発表され、工業・インフラへの大規模投資が開始された。

本プロジェクトでモデルを適用するイスカンダル開発地域は、こうした大規模開発の進展により化

石燃料消費の増大が予想されることから、そこで低炭素社会シナリオの適用を目指す本プロジェ

クトは、持続可能な開発を目指す対象地域のニーズに合致している。また、イスカンダル地域開

発庁(Iskandar Regional Development Authority, IRDA)は、「イスカンダル総合開発計画」に沿っ

て現在 32の「ブループリント 」を作成（いくつかは作成中）している。このうち「環境計画ブループ

リント(Environmental Planning Blue print、EPB)」では、気候変動管理、大気汚染管理などの７分

野で施策を進めていくとしており、特に気候変動管理分野の目的として、温室効果ガスの排出削

減を明記している。また「総合的廃棄物管理ブループリント（Integrated Solid Waste Management 

Blueprint、ISWMB）も作成しており、低炭素社会、大気汚染、廃棄物管理に取り組む本プロジェ

クトは、対象地域のこうした開発施策とも整合している。 

 

京都大学と部局間学術交流協定を結び、本プロジェクトの実機機関であるマレーシア工科大学

（Universiti Teknologi Malaysia, UTM）は、マレーシア最大の工科大学で現在約 2000名の研究

者が科学・工学の分野で革新的技術の研究を進めている。本案件のプロジェクト・マネージャー

が所属する UTM建築環境学部（The Faculty of Built Environment）は、都市・地方計画、ランド

スケープ・アーキテクチュア、建築科学などの分野における研究開発により、マレーシアの持続

的開発に貢献していくことを目的の一つとしている。また、マレーシア・グリーンテクノロジー・コー

ポレーション（MGTC)は、マレーシアでの革新的なグリーン・テクノロジー開発・実用化研究の中

心機関であり、UNDP によるバイオマス発電やエネルギー効率向上プロジェクトの実施機関、

UNFCCC 国別報告書作成における削減策ワーキンググループの議長を務めている。さらに、住

宅・地方自治省の都市・地方計画局（JPBD）は、National Physical Plan(NPP)及び National 

Urbanization Policy の所管官庁であり、中央・地方での土地利用計画・都市計画行政を業務とし

ている。本プロジェクトで各実施機関が果たす役割は以上のような各機関のマンデートを踏まえ

ており、プロジェクトによる成果は二酸化炭素削減に向けた各機関の組織課題・ニーズに合致し

ている。 

 

「脱温暖化 2050 研究プロジェクト（2004～2008 年度）」では日本での低炭素社会シナリオを策

定し、そのための基本ツール群が開発された。「滋賀県持続可能社会研究プロジェクト（2006 年

度～現在）」では、滋賀県を対象として低炭素社会に向けたスナップショットツールが開発・実用
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化され、その成果が滋賀県策定の「持続可能な滋賀社会ビジョン」の根拠として使用された。さら

に「京都低炭素都市化研究プロジェクト（2007 年度～現在）」ではバックキャスティングモデルが

開発され、京都市の施策ロードマップが作成されて、京都市「環境モデル都市」計画の根拠材料

となった。さらに「都市構造と二酸化炭素及び大気汚染物質の排出との関わりに関する研究プロ

ジェクト（2000～2009 年度）」では、イスカンダル開発地域の低炭素社会へのフィージビリティが

検討されている。このように当該分野において日本の技術は低炭素社会シナリオ開発、実用化

について優位性を有しており研究活動を通じ技術移転を行う意義は非常に高いといえる。 

    

（２）有効性 

   この案件は以下の理由から有効性が見込める。 

日本での低炭素社会シナリオ構築に関しては、京都大学と国立環境研究所が中心となって、

国・地方レベルで本案件の基礎となったモデル・手法の開発が進められてきた。本案件は、こうし

た日本における研究のノウハウ・経験の蓄積を踏まえて目標、成果、活動が組み立てられている。

本プロジェクト実施による事業効果は、①マレーシアに適した低炭素社会シナリオの構築手法が

開発され、②その研究成果と知見がイスカンダル開発地域の政策や開発計画に反映される、③

またイスカンダル開発地域において大気汚染軽減や廃棄物マネジメントといった低炭素施策の

共便益の効果が定量的に示され、④これらを踏まえて取りまとめられる「低炭素社会シナリオ構

築マニュアル」等によりマレーシア及びアジア地域の研究者・政策担当者の低炭素社会に向け

た啓発・能力強化が行われる、が期待される。手法の「適用」については、研究成果の施策文書

への反映までをプロジェクト期間内の目標とし、文書に基づく施策の実施はスコープ外としてい

る。 

  

（３）効率性 

   この案件は、以下の理由から効率的な実施が見込める。  

本プロジェクトは二酸化炭素削減に向けた各機関の組織課題・ニーズに合致しており、IRDA、

JPBD、MGTC とそれぞれ成果２、成果２及び４、成果１の達成に向けてのコミットメントを確認して

いる。成果２、すなわち国家プロジェクトであるイスカンダル地域開発の施策・計画への研究成果

の反映については、IRDAの高いコミットメントが求められ、活動2-4～2-7のようにプロセスを記載

して IRDA とプロジェクト活動として行うことも確認している。 

 

低炭素社会シナリオのイスカンダル開発地域での開発・適用については、UTM、IRDA が活動

主体となるが、本プロジェクトの開始前から両機関の間には既に調整の仕組みが存在している。

両機関は 2009年に Iskandar Malaysia UTM Research Centre (IMREC)を設置し、ここでイスカン

ダル開発地域を対象に共同研究を行う際の実務、各種調整を行っている。2010 年８月には

IMREC にてイスカンダル地域のための新技術セミナー・展示会が開催され、また UTM と IRDA

の共同研究開発プロジェクトをモニタリングするなど、IMREC の活動実績も上がっている。本プロ

ジェクトの実施の過程で、IMRECの機能強化も検討できる。 

本プロジェクトの活動拠点となる「低炭素社会研究センター」については、UTM の５人の研究者
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と維持管理費により活動を開始することが確認されている。  

    

（４）インパクト 

この案件のインパクトは以下のように予測できる。 

本プロジェクトは、中央・地方での土地利用・都市計画の行政担当官に対する研修提供を本来

業務の１つとしている JPBD と共に、研修やワークショップなど低炭素社会研究の成果の普及に

向けた活動を実施する。よって低炭素型社会に関する知見のマレーシア国内への普及というイ

ンパクトは充分期待できる。 

 

本プロジェクトは、マレーシア国内における低炭素社会シナリオ構築手法の開発・適用から得ら

れた知見のアジア地域への発信を成果の一つとしている。加えて、これまでもマレーシアは高中

進国として南々協力に取り組んでおり、さらに JICA の支援によりマレーシアにおける第三国研修

も実施されている。こうしたことから、低炭素社会研究に関しマレーシアがアジア地域への普及・

伝搬の役割を担うようになるインパクトも予見できる。 

 

なお、低炭素社会構築にかかる科学的知見を活用した初のプロジェクトであることから、係る成

果が第 10 次マレーシア 5 ヶ年開発計画の下で作成されるブループリントに反映されるとともに、

COP17 他の国際会議の場において適時適切に発信されることにより、開発と気候変動対策の橋

渡しとなり、各国の具体的な政策(NAPA、NAMA等)策定に貢献することが期待される。地球規模

の課題である気候変動への対応とともに、マレーシアでの持続可能な経済開発・資源管理、地

域の大気汚染の緩和や廃棄物マネジメントなど都市環境政策としての効果も図ることから、環境

配慮型の社会の実現に直接に寄与するプロジェクトである。 

 

（５）自立発展性 

   以下の通り、本案件による効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続されるものと

見込まれる。 

本プロジェクトの日本側研究代表者とマレーシア側プロジェクト・マネージャーは、拠点大学間

交流事業を通して既に 2000 年より都市構造と二酸化炭素、大気汚染物質の排出に関する研究

交流を継続しており、（3）に記載のとおり研究活動実績を有し、本プロジェクトによる投入が終了

しても、京都大学とのこうした共同研究の取組みの継続・発展が期待される。 

 

マレーシア側の人材の育成・定着に関し、本案件は大学を主要カウンターパートとしていること

から、通常の行政機関をカウンターパートとする技術協力プロジェクトより人材の異動が少なく定

着度も高いと想定される。またUTMでは特定の 11分野で、学部横断の研究提携が設置され、こ

の枠組を通じ他学部の廃棄物や大気汚染などの研究者との協働も可能であることから、UTM 内

の連携についてはプロジェクト終了後も維持されると想定される。 
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